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令和４年度枕崎市の決算に基づく健全化判断比率審査意見について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により審査に付された令和４年度枕

崎市の決算に基づく健全化判断比率について審査した結果を、別紙のとおり意見を付して提出しま

す。
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１　審査の概要

審査の対象

審査の期間

審査の手続

２　審査の結果

　総合意見

　　　　  （単位：％）

　個別意見

ア 　実質赤字比率について

（単位：千円、％）

※標準財政規模には臨時財政対策債発行可能額を含む（以下の表においても同様）。

イ 　連結実質赤字比率について　

市長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載

した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として、枕崎市監査委員の

監査の基準に関する規程に基づき、計数の照合、関係職員から説明を受ける

など必要と認める手続により審査を実施した。

(1)

審査に付された下記の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、い

ずれも適正に作成されているものと認められる。

(2)

(1)

(2)

(3)

令和４年度枕崎市の決算に基づく健全化判断比率及びその算定の基礎とな

る事項を記載した書類

　令和５年７月27日から令和５年８月８日

令和４年度の一般会計、特別会計及び公営企業会計の連結実質収支は黒字で連結実質赤

字比率は該当なく、『―』の表記になる。なお、連結実質赤字比率を算定方法に基づき算

出すると△35.92％となり、前年度と比較すると4.21ポイント改善している。早期健全化基

準の19.29％と比較するとこれを下回っている。

早期健全化基準 14.29 14.20 14.36

実質赤字比率 ― ― ―

-a/b×100 △ 12.29 △ 10.79 △ 6.79 113.9

標準財政規模（b） 6,359,339 6,577,106 6,197,728 96.7△ 217,767

△ 1.50

実質収支額（a) 782,058 709,992 420,912 110.2

対前年比

(ｱ） (ｲ) (ｱ/ｲ×100)

比 較

(ｱ-ｲ)

72,066

将来負担比率 ― 350.0

令和４年度の一般会計の実質収支は黒字で実質赤字比率は該当なく、『―』の表記にな

る。なお、実質赤字比率を算定方法に基づき算出すると△12.29％となり、前年度と比較す

ると1.50ポイント改善している。早期健全化基準の14.29％と比較するとこれを下回ってい

る。

区　　分
令和４年度 令和３年度 令和２年度

令和４年度枕崎市健全化判断比率審査意見書

連結実質赤字比率 ― 19.29

実質公債費比率 7.9 25.0

健全化判断比率 令和４年度 早期健全化基準

実質赤字比率 ― 14.29
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（単位：千円、％）

実質収支額/資金不足・剰余額（A)

=（a～ｇの合計)

一般会計（a)

国民健康保険特別会計(b)

後期高齢者医療特別会計(C）

介護保険特別会計(ｄ）

病院事業会計（ｅ）

水道事業会計（ｆ）

公共下水道事業会計(ｇ）

標準財政規模（B）

-A/B×１００

連結実質赤字比率

早期健全化基準

ウ 　実質公債費比率について

（単位：千円、％）

エ 　将来負担比率について　

（単位：千円、％）

　審査の結果

将来負担比率 ― ― 27.7

令和４年度の実質公債費比率（３カ年平均）は7.9％となっており、前年度と比較すると

0.5ポイント改善している。早期健全化基準の25.0％と比較するとこれを下回っている。

令和４年度の将来負担比率は該当なく、『―』の表記になる。なお、将来負担比率を算

定方法に基づき算出すると△30.5％となり、前年度と比較すると19.3ポイント改善してい

る。早期健全化基準の350.0％と比較するとこれを下回っている。

(ｱ-ｲ) (ｱ/ｲ×100)

将来負担額（a） 16,125,305 16,570,417 17,214,720 △ 445,112 97.3

区　　分
令和４年度 令和３年度 令和２年度 比較 対前年比

(3)

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも

適正に作成されているものと認めた。

年々、全ての比率が改善の傾向にあるが、今後も各比率の推移に注視し、財政の健全化に努

められたい。

35,121 104.4

標準財政規模(c） 6,359,339 6,577,106 6,197,728 △ 217,767 96.7

充当可能財源等(b） 17,812,239 17,222,665 15,714,937 589,574 103.4

早期健全化基準 350.0 350.0 350.0

(a-b)/(c-d)×100 △ 30.5 △ 11.2 27.7 △ 19.3 272.3

算入公債費等の額(d） 838,481 803,360 784,138

(ｱ） (ｲ)

早期健全化基準 25.0 25.0 25.0

実質公債費比率(3カ年平均) 7.9 8.4 9.3 △ 0.5 94.0

実質公債費比率（a-b)/(c-b)×100 7.8 7.7 8.5 0.1 101.3

標準財政規模（c） 6,359,339 6,577,106 6,197,728 △ 217,767 96.7

基準財政需要額算入額（b） 838,481 803,360 784,138 35,121 104.4

(ｱ-ｲ) (ｱ/ｲ×100)

地方債の元利償還金等（a） 1,267,178 1,247,107 1,245,573 20,071 101.6

区　　分
令和４年度 令和３年度 令和２年度 比較 対前年比

(ｱ） (ｲ)

― ― ―

19.29 19.20 19.36

6,359,339 6,577,106 6,197,728 △ 217,767 96.7

△ 35.92 △ 31.71 △ 28.83 △ 4.21 113.3

605,399 641,121 702,306 △ 35,722 94.4

40,982 74,347 67,907 △ 33,365 55.1

282,029 156,762 187,939 125,267 179.9

562,535 482,095 395,178 80,440 116.7

8,121 19,188 10,909 △ 11,067 42.3

3,288 2,250 1,807 1,038 146.1

782,058 709,992 420,912 72,066 110.2

(ｱ-ｲ) (ｱ/ｲ×100)

2,284,412 2,085,755 1,786,958 198,657 109.5

区　　分
令和４年度 令和３年度 令和２年度 比較 対前年比

(ｱ） (ｲ)
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